




また、唐尾支所の製氷 ・ 貯氷施設の性能が低く、氷の質が悪いため、漁業操業や鮮度保持に支

障をきたしており、施設管理者の負担も大きくなっていることから、施設を改築する必要がある。

さらに；栖原支所の給油施設についても、効率が悪いため、、漁業者の負担が大きくなっており、
改築していく必要がある。

3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等



(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針

地域の現状を踏まえた活性化の取組方針として、，以下の取組を行うことで漁業者所得の向上を

図る。

【漁業収入向上のための取組】
0販路拡大・付加価値の向上および消費拡大

①漁業者による直売の開催
②鮮度保持等の高品質化による付加価値向上
③ブランド化（体脂肪率測定）による付加価値向上

④共同出荷による魚価向上の取組み

⑤地産地消の推進

⑥観光漁業の推進

⑦新規就業者確保

0水産資源の維持・増大
①資源管理計画や柔軟な自主規制による水産資源の維持・増大

②水産資源の中間育成・種苗放流

③漁場環境の保全

【漁業コスト削減のための取組】
0操業経費の削減

①船底等の清掃の実施による燃費の向上

























全体として基準年の収入から4.•%の増加を目標とする。

漁業コスト削減
l
①船底等の清掃の実施による燃費の向上

のための取組 船びき網および底びき網の漁業者は、年1回以上船体を上架して船底等の

活用する支援措
置等

清掃を実施する。

②休漁日の遵守による燃料の使用量の抑制
船びき網および底びき網の漁業者は資源管理計画に定められた休漁日を遵

守する。また船びき網漁業者は、自主規制により平成30年4月から操業時
間の短縮を行っており、継続することで燃料使用呈の抑制を行う。

③減速航行による、燃油の節減
船びき網および底びき網の漁業者は、減速航行により燃油削減に取り組む。

④省エネ機器の積極的導入による、燃油の節減
省エネ機器を積極的に導入し、燃油の節減に取り組む。

全体として基準年のコストから0. 8o/oの削減を目標とする。

漁業経営セ ー フティーネット構築事業
水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業
競争力強化型機器等導入緊急対策事業
漁業人材育成総合支援事業
クリーンアップ事業（県）
次代につなぐ漁村づくり支援事業（県）

(5)関係機関との連携
取組の効果が十分に発現されるよう、行政機関及び観光や流通関係者との連携を図りつつ、湯

浅町および広川町で水揚げされる魚介類のブランド化と県内外消費者へのPRを行い、漁業収入

4 目標
Ci)所得目標

漁業所得の向上10%以土 l基準年 ー□

目標年



(2)上記の算出方法及びその妥当性

(:3)所得目標以外の成果目標
I - _,_ . . 、 •

CAS冷凍シラスの販売量 I基準年
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目標年

(4)上記の算出方法及びその妥当性

5 関連施策
活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

＇事業名
浜の活力再生・ 成長促
進交付金（水産業強化
支援事業）

水産業競争力強化緊
急施設整備事業

漁業経営セーフティ
ーネット構築事業

，事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性
， 

給油施設整備により経費削減・作業軽労化を行う。

-
製氷施設整備により、作業軽労化および経費削減を行い、また同時に、

漁業操業の効率化および漁獲物の高鮮度化を図る。

燃油高騰による漁業経費の増加に備iることにより、漁
三--.

� を図り漁業所得を確保する。
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